チャランケ通信　第５０号　201４年２月３日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
早いもので、この「チャランケ通信」を発刊し始めて早くも1年が経とうとしている。ちょうど50号と言う区切りのよい本号ではあるが、何を専門にするということもないわけで、淡々と政治・経済などの動きをウオッチしていきたいし、最近では難問だった消費税の増税がどうして実現できたのか、何が問題だったのか、自分なりの体験なども交えて報告できれば、と考えている次第である。
橋下大阪市長、辞職して再選挙とは「何をやってんのや」
都知事選挙に続いて、もしかすると大阪府・市の首長選挙が実施されるのではないか、と噂され始めてきた。言うまでもなく、橋下市長が狙った大阪都構想がなかなか両議会側の承認が得られなくなったことと、政府が政令指定都市の改革法案を提出することにより、大阪都構想そのものの存在感が無くなってしまいそうな状況も想定され始めている。どうやら府知事は温存しつつ、先ずは大阪市長が出直し再選挙を提起する動きを明確にしつつある。
東京に続いて大阪も再選挙とは、大阪市民にとっては「何をやってんのや」と言うことになるわけだが、本来は大阪都にすることによって府と市の二重行政の無駄を省いたりして経済の活性化にも寄与するという目的があったわけで、それが一体どのようになるのか、この間の経過も含めてきちんと説明する必要がありそうだ。それ以上に、大阪維新の会を引っ張って国政にまで進出してきた橋下市長ではあるが、堺市長選の敗北や従軍慰安婦問題での発言により国民の人気は大きく低下し、参議院選挙も敗北するなど政治における維新の躍進に陰りが見えてきただけに、ここで最後の一戦を交えて再び勢いをつけようとの魂胆なのかもしれない。でも、柳の下に泥鰌はいないのであり、そろそろここらで橋下市長は退陣をされてはいかがだろうか。
世界的に株価の乱高下、FRB新議長に対する手荒い試練か
久方ぶりに、経済の方に目を向けてみたい。新年に入って以降、日本の株式市場は、価格の乱高下が著しい。新興国の通貨がアメリカFRBのQE3の縮小(今年1月から債券購入額の月100億ドル削減、2月からさらに100億ドル削減)にともない、リスク回避ムードが高まり、新興国の通貨安が急速に広がりつつある。それに伴い、日本の株式市場が大きく乱高下しているのだが、今後アメリカや日本・ＥＵといった先進諸国の金融緩和の出口戦略のいかんでは、金融危機が再燃しかねない要因になる恐れもある。ちょうど1月31日でバーナンキ議長の任期が終了し、2月1日からはイエレン議長へとFRBのかじ取り役が交代する時にあたっており、新議長の出口戦略へのかじ取り如何も注目されるところである。投機筋からすれば、新FRB議長に対するお手並み拝見とばかりに色々と仕掛けようとしているわけで、もしかするとその第一弾なのかもしれない。
過去最高の貿易収支赤字、経常収支の赤字国転化は悪夢だ
一方で、日本の経常収支の動きも気になるところである。経常収支がここ3か月連続して赤字を記録しており、このまま経常収支の赤字が構造的に定着すれば、やがては日本の借金も国内だけでは賄いきれず、海外から調達する以外になくなるわけで、今までのように黒字体質の日本経済とは質的に異なってくる。本来、若々しい成長しはじめた発展途上国は、貿易黒字が大きくなり、やがてピークを迎え衰退に向かい始め、老大国になると貿易収支は赤字に転化し始めても、海外に投資した試算による所得収支が黒字になり、経常収支は黒字を保つことが出来るのだ。日本も、最近では所得収支が大きく黒字となり、貿易収支の赤字を大きく上回って経常収支の黒字を維持していたのだ。

ところが、その経常収支が赤字になって来たのだ。まだ、3か月連続と言う程度だから、それほど気にすることはないのかもしれない。最大の要因は、言うまでもなく貿易収支の赤字の増大であろう。昨年2013年の貿易収支の赤字額は、11兆4745億円に達したと財務省は公表した。赤字額は前年の6兆9410億円を約4,5兆円も上回り、過去最大を記録している。もちろんその最大の要因は、原発の停止によってLNG等の鉱物性燃料の輸入増大と、円安による支払価格の引き上げが進んだことにある。
円安なのに貿易数量が増えない、
アベノミクスは実体経済改善に役立たず
特に問題視されているのが、円安になったにもかかわらず輸出数量が伸びなかったことを上げる専門家が多い。野口悠紀夫氏は、輸出数量を増やせないのは海外で販売する現地通貨建て輸出価格を据え置き、その分企業利益を拡大する戦略を取っているからだと指摘している。現に、円安に伴う輸出による収益の向上は極めて大きなものがあり、自動車産業などは莫大な輸出利益を上げ、数量の拡大よりは価格による利益の増大が大きく左右している。本来であれば、円安は輸出の増加による貿易収支の拡大により、輸出主導型の経済成長を起こすはずなのだが、実際にはその逆が起こっていることを、アベノミクスの実体経済を改善させていないことの証拠だと厳しく見ておられる。今後の貿易収支はもちろん、経常収支の動きから目が離せなくなっている。
アベノミクス、一見順調そうに見えるのだが
というのも、アベノミクスによって円安による株価の上昇や、第二の矢である財政支出(公共事業)や消費増税前の駆け込み需要等により、景気は確かに上向き、失業率も４％を切り、地域や職種によっては人手不足が顕在化し、何時まで続くかは別にして需給ギャップがようやく解消し始めていることも間違いない。その結果、消費者物価（コア）も12月には対前年比1，3％アップとなっている。想定通りかどうかは別にして、追及していた「2年で2％の消費者物価上昇」というインフレターゲットは、順調に達成に向け進んでいるかのように見えるのだが、問題はここからである。
円安効果は春ごろには消失、賃上げも困難、頼りは財政支出だけ
というのも、円安による効果が出てくるのは1年間程度で、さらなる円安が無ければその効果は剥落してしまう。ということは、円安が進展したのは2012年12月から2013年5月頃までであり、今年の春過ぎになれば円安の効果はなくなってしまうわけで、消費税の引き上げによる駆け込み需要の反動減も加わり、4月以降再び補正予算を組まざるを得なくなってくる可能性が高い。
特に、デフレからの脱却には賃上げが不可欠だ、と言うことは一般的に言われ始め、経営側も春闘での賃上げに言及するようになってきたことは事実である。ところが、産業別にも地域別にも企業規模別にみても業況は均一ではなく、賃上げを出来る余裕のある企業とできない企業とのギャップは大きい。それだけに、所定内賃金を上げられる企業は極めて少なく、出来てもボーナスを増やす程度しかならないと予想され始めている。一斉に所定内賃金が上がることに意義があるのであり、各企業ごとにバラバラでは経済に与える効果もしぼんでしまい、デフレからの脱却どころか、消費税の引き上げにも追いつかない賃上げでは、内需の低下による景気の低迷が予測されるのだ。そうなれば、またまた景気対策としての補正予算を組み、2015年10月からの消費税の10%への引き上げなど先送りされるのではないだろうか。
国債多発による財政規律の崩壊、デフォルトを許してはならない
さらに財政だけでなく、再び円安効果を求めるためにはさらなる金融緩和が必要になる。特に、2015年10月からの消費税率の二段階目の10％への引き上げが待ち受けており、補正予算の編成も1回だけで済むのかどうか、2015年は統一自治体選挙と共に自民党総裁選挙も待ち受けている。
このように考えてくると、財政支出の拡大による景気刺激政策を連発する可能性は、まことに大きいと見ざるを得ない。そうなると、財政規律はどうなるのか、先ほど見た経常収支の赤字が万が一構造的に定着すれば、日本の国内だけで国債発行が何時まで賄うことができるのか、まことに深刻な問題になってくる。
日銀は、政府から独立した金融政策を追求できるだろうか
また、うまくインフレーションが2％に上昇したとしても、それが国債金利に跳ね返ってくれば常識で考えても金利水準は2％以上になり、国債の利払い費だけでも巨額な金額となって財政に跳ね返ってこざるを得ない。となると、財政破たん、即ちデフォルトが起きても不思議ではないのだ。もちろん、日銀はインフレターゲットがうまくいったら、これ以上のインフレを阻止すべく、今までとは逆に国債を金融機関に売却し、市場では国債がだぶつき価格が低下(金利は上昇)する。日銀としては、結果として売却分だけ金融を引き締めざるを得なくなる。そうなれば、国債金利の更なる上昇を引き起こすわけで、財政当局からすれば、デフォルトすなわち財政破たんの危機に瀕する。政府としてはデフォルトだけは絶対に在ってはならないわけで、国債金利の上昇を何としても阻止するために、日銀に今まで通りの国債管理政策を強制することになるに違いない。
果たして日銀は政府の強い要請を断ってでも独立性を貫けるかどうか、おそらく、デフォルトによる日本経済の大混乱を前にして、日銀の独立性を貫くことは困難であろう。それだけに、今後の日本の財政・金融政策がどのように展開していけるのか、常識的には財政規律を確立していくためには増税と財政支出削減とを組み合わせていくべきなのだろうが、今の安倍政権が進めようとしているのは、日銀を自分たちの財布代わりにして、財政規律を無視してインフレによる財政赤字によって、累積赤字総額の強制的削減に向けて突き進んでいるようにしか見えないのだ。これでは、国民にとってはたまったものではないわけで、安倍政権のアベノミクスなる経済政策を、とりわけ財政規律を重視していく方向に変えさせていく必要があるのだ。
シリーズ消費税論議の顚末（その５）
　　参議院選挙マニフェストと準備不足の消費増税論
　6月8日、第64代内閣総理大臣に就任した菅直人衆議院議員は、組閣を終え記者会見を実施した。その際、新内閣のスローガンとして「強い経済・強い財政・強い社会保障の一体的実現」をあげ、「スウェーデンなどの多くの国では、社会保障を充実させて雇用を生み出す。社会保障の多くの分野は、経済を成長させる分野でもある。経済成長と財政と社会保障を一体として強くしていく道は必ず開ける」と、例のカンジアン理論の具体化を進めることに意欲を示したのだった。
もっとも、この考え方は大阪大学の小野善康教授からの受け売りであるとともに、実は「強い経済・強い財政・強い社会保障」と言うスローガンは、政府税調専門家委員会の神野直彦東大名誉教授の報告書からの抜粋なのだ。菅氏が総理になる前までに、どれほど小野教授や神野名誉教授の理論を理解し自家薬籠中の物にしていたのか、その後の事態の推移をみるにつけ、はなはだ疑問ではある。ただし、消費税を引き上げて社会保障に回していくという戦略が明確になったことは事実であり、9月の代表選挙以降「社会保障と税の一体改革」に乗り出していくスタートにつくことになったと言えよう。
国会壇上から自民党にクリンチ作戦の呼びかけへ
　6月11日、国会で所信表明演説に臨んだ菅総理は、「新内閣は強い経済・強い財政・強い社会保障を政治の強いリーダーシップで一体的に実現していく」と宣言するとともに、かねてから狙っていた自民党の財政健全化責任法をクリンチすることを意識して次のように発言している。
　　「この重大な課題は与野党の壁を越えた国民的な議論が必要だ。財政健全化の緊要性を認める超党派の議員で『財政健全化検討会議』を作り、建設的な議論を進めよう」

　はたして、社会保障の将来像についてどのような未来展望を民主党は持っていたのか、少なくとも自民党は福田政権時代に社会保障国民会議を、麻生政権時代には安心社会実現会議といった審議会を設置し、財源問題などについても画期的な報告書を取りまとめていたのであり、民主党には残念ながらそのような骨太な社会保障改革案は全くと言って出来ていなかったのだ。

　民主党の中でも、消費増税への理解は進まず
　さらに言えば、消費税の引き上げを目論む以上は、この税が持つ問題点はどこにあり、なぜいま消費税の引き上げなのか、と言うことに対するしっかりとした意思統一する必要があった。しかしながら、菅内閣の閣僚の中でさえも、これらの課題について整合性のある財源の裏打ちも含めてきちんと説明できる体制には至っていなかったのが現実であろう。逆に、いなかっただけに、その蓄積を持っている自民・公明両党に接近して、社会保障の充実と財政健全化に向けて消費増税を一緒にやろうと呼びかけたと見ることもできる。
　予算委員会をすっ飛ばした菅内閣、でも開催したら墓穴へ
　本来、政権が後退して新内閣が発足すれば、所信表明演説だけでなく、全大臣出席の予算委員会を開いて、与野党が新内閣の政策の基本について論戦をしていくことが当たり前だった。そうすれば、増税して何にどのくらい使うのか、社会保障のうち年金や医療や介護などの個別分野で日本はどんな問題に直面しそれをどのように解決しようとしているのか、予算委員会の場での一問一答、丁々発止のやり取りが展開されるはずだったのだ。残念ながら、予算委員会をしないで会期末を迎え、参議院選挙に突入していくことになる。
恐らく、予算委員会が開催されていれば、菅総理はもとより各閣僚の答弁能力が問題になり、結果として内閣支持率の低下、参議院選挙の敗北の要因にもなっていた可能性が高い。何よりも、年金問題については、おそらくすべての年金制度の一元化と7万円の最低保障年金の制度設計と財源問題を巡って、政権交代後も十分な整理がなされておらず、きちんとした答弁ができなくなっていたに違いない。
参院選マニフェスト、自民案参考に10%消費増税に言及
　民主党内からの反発が強まる
　予算委員会抜きで国会が終わり、いよいよ参議院選挙に向けてマニフェストの発表が記者会見場を設置して開催されていった。民主党のマニフェスト発表会は、2010年6月17日に開催された。

　そこで菅総理は、マニフェストの消費税問題に触れた次の個所を読み上げたのだ。

　　「早期に結論を売ることを目指して、消費税を含む税制の抜本改革に関する協議を超党派で開始します」

　さらに、所信表明演説で財政健全化を巡る超党派協議会を呼びかけたことを敷衍して一歩突っ込んだ次のような説明をしている。

　　「2010年度内にあるべき税率や逆進性対策を含む消費税に関する改革案を取りまとめたい。当面の税率は自民党が提案している10%と言う数字を一つの参考にさせていただきたい。幅広い合意を得られれば、超党派で法案を提出し、成立を目指したい」
　当然のことながら、消費税の10%の引き上げ、などと言うことに対する党内の反発はものすごいものがあり、「静かにしておいてほしい」、と菅総理から名指して指示された小沢一郎元幹事長も反対の狼煙を上げるに至っていた。消費税10%引上げ案なるものでは、とても全党一丸となった戦いには程遠い状況であり、選挙が進むにつれ各候補者からも戸惑いや悲鳴が相次いでいたという。

　唖然とした消費税の還付策、1日で3回も変わる最低所得

　　参議戦の流れが大きく暗転した菅総理発言、敗北の責任重大
そこへ、6月30日、選挙戦の流れを変えた「とどめを刺すような菅総理の迷走発言」が飛び出してきた。この日に最初に訪れた青森市内で、菅総理は低所得者ほど消費税の負担感が増す逆進性緩和策について「年収が200万円や300万円までは、還付制度を(超党派で)相談したい」と発言し、低所得者への配慮を示そうとしたのだ。ところが、次の遊説先である秋田市内では「年収300万円とか350万円以下」、さらに三か所目の山形市内では「例えば年収300万円、400万円以下」と、コロコロと違った数字を口にし、税の引き上げに敏感な国民の神経を逆なでしてしまったのだ。共産党の志位委員長からは「そんなに還付するのなら、最初から上げない方がましではないか」と全く正論(!?)でもって批判される始末であった。
7月11日選挙結果は、改選議席54議席が44議席と10議席を失う大敗であり、ここに衆参ねじれ国会が民主党菅政権に覆いかぶさってきた。さらに、民主党内では、冷や飯を食わされてきた小沢一郎氏をはじめとするグループから菅総理の責任を問う声も強く出始め、2か月後の9月に予定されている民主党代表選挙にすべては流れていく。まさに、「前門の虎、後門の狼」という厳しい現実に直面することとなったのだ。マニフェストは09年の衆院選の時のものなのか、それとも今回の参議院選挙のものなのか、あいまいなまま2か月間が過ぎ去っていくことになる。政権運営のガバナンスの崩壊に至る第一歩が始まったのだ。
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